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第３部 人づくりの推進

第１章 環境教育・学習の推進

１ 環境教育・学習の必要性

今日の複雑・多様化している環境問題に対処し、持続可能なライフスタイルや経済社会システ

ムを実現するためには、県民一人一人が生活と環境との関わりについて理解と認識を深めるとと

もに、環境保全活動に参加する姿勢及び環境問題解決に資する能力が育成されることが重要です。

このため、幼児から高齢者までの各年齢層や家庭、学校、職場、地域などの様々な場に応じた

環境教育や県民の自主的な環境学習を総合的に推進する必要があります。

２ こどもエコチャレンジ推進事業

次代を担うこどもの環境に対する知識や理解を段階的に深め、環境に配慮した地球にやさしい

行動ができるように、平成15年度から「エコ幼稚園（保育所）推進事業」として、幼児期におけ

る環境教育の自主的な取組を推進してきました。

平成25年度からは、幼稚園・保育所の他に、児童館（児童センター）や子育て支援センター

（子育て交流ひろば）、児童クラブも対象とした「こどもエコチャレンジ推進事業」として、見

直しを図り、新たに13の幼稚園、保育所等を認定しました。

なお、平成25年度末現在で、認定園は142となっています。指定・認定施設等には、宮崎県環境

情報センターを通じて、教材等の情報提供や専門家の派遣、意見交換会等を実施し、活動を支援

します。

３ 学校における環境教育の推進

各学校では、各教科や総合的な学習の時間をはじめ全ての教育活動を通して、環境に対する関

心や環境問題についての理解を深め、よりよい環境を創造していく実践的な態度の育成を目指し

て環境教育に取り組んでいます。

平成９年度からは、環境教育をさらに幅広く推進するために、環境教育推進事業をスタートさ

せ、２か年ごとに小学校２校、中学校２校、県立学校１校の計５校を推進校として指定していま

す。これらの推進校では、地域の実態や児童生徒の発達段階に応じて全教育活動を通して環境教

育に取り組み、またその成果を他の学校に広めることにより、本県の環境教育の一層の推進を図

っています。

さらに平成17年度からは、地域内の学校間の連携や環境教育に関係する地域の機関・団体との

連携・協力を新たな研究内容に加え、指定期間もこれまでの２年から３年へと延長するとともに、

指定校数も小学校４校、中学校４校、県立学校２校の計10校に増やしています。

平成20年度以降は、指定校を小学校３校、中学校３校、高等学校３校の計９校に減らしていま

すが、平成17～19年度の取組の反省から、１校当たりの活動費が十分ではなかったため、学校数

を絞り、活動費を増額することで重点化を図った取組を行うこととしたためです。

１校当たりの活動費が増えたことにより、予算の中で、外部講師の招へいや風力発電機の実物
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設置、日々の発電状況の観測等、より環境教育に重点的に取り組むことができるようになってい

ます。

平成23年度からは、それまでの取組に「リサイクル」「家庭との連携」「日常的な取組の発

信」の視点を加え、学校・家庭・地域が一体となった環境教育のモデル的な実践を行う推進校

８校を指定し、実践経過や実践後の成果をより県内に広げる取組を行っています。

４ 環境保全アドバイザーの派遣

地域における環境学習を支援するため、平成５年度から、地域で開催される環境保全に関する

学習会、講演会等に対して環境保全に関する専門的知識を有した「環境保全アドバイザー」を派

遣しています。

アドバイザーの登録者数は平成25年度末現在で106名であり、平成25年度は、地域の学習会等に

計100回派遣し、4,412名が受講しました。

５ こどもの環境学習事業

(1) 水生生物調査（水辺環境調査）

自然の音、自然の風景、水の透明度、水のにおい、水のきれいさ、水生生物を指標とした水

辺環境調査は、平成18年度から実施しています。

平成25年度は、55団体（2,452名）の参加により41河川58地点において調査を実施しました。

(2) こどもエコクラブ

環境省では、幼児から高校生を対象にした「こどもエコクラブ」事業を実施しています。平

成25年度は、本県では、19クラブ、580人が登録しています。

水辺を楽しんで調べよう！

ホームページ「ふるさとの水辺」

（http://eco.pref.miyazaki.lg.jp/5kan

-mizube/）

では、どなたにでも楽しんでできる

水辺環境調査を紹介しています。


